
B7745-1

�金属材料の単軸疲労試験のための動的
�試験力校正法－第１部：疲労試験装置

特記事項 

本PDFファイルは音声読上げ用です。閲覧を目的としたPDFファイルではありません。 

JIS案等の閲覧は，閲覧用ファイルをご利用ください。 

音声読上げする場合は、PDF文章の音声再生が可能なツールをご利用ください。 

ご利用の環境によっては，音声の読上げがされないことがあります。 

本PDFファイルの情報はJIS案等から機械的に抽出したテキスト情報で構成されています。 

これらは音声読上げに最適化されたものではありませんので，規格の内容が正しく読み上げされない可

能性があることをご了承願います。 



 
TPM 済_HY2026019_B7745-1_JIS_B_7745-1_本体.docx  ISO 4965-1：2012 

 
著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

目 次 

ページ 

序文 ··································································································································· 1 
1 適用範囲 ························································································································ 1 
2 引用規格 ························································································································ 2 
3 用語及び定義··················································································································· 2 
4 一般的な要求事項············································································································· 3 
4.1 温度 ···························································································································· 4 
4.2 疲労試験装置 ················································································································ 4 
5 方法 ······························································································································ 5 
5.1 初期チェック ················································································································ 5 
5.2 校正方法 ······················································································································ 7 
6 結果の算出······················································································································ 8 
6.1 DCD 試験力及び測定試験力範囲の算出 ·············································································· 9 
6.2 レプリカ試験片法（方法 A） ··························································································· 9 
6.3 コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B） ···································································· 9 
7 報告書 ·························································································································· 11 
7.1 一般的な情報 ··············································································································· 11 
7.2 動的校正の結果 ············································································································ 11 
7.3 再校正 ························································································································ 11 
附属書 A（規定）使用者に提供する再校正に関する指針 ····························································· 12 
附属書 B（参考）疲労試験装置における計測器のバンド幅の推定に関する指針 ······························· 13 
 



 
B 7745-1 ISO 4965-1：2012 

 
著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

  まえがき 

 

 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人
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日本産業規格（案）       JIS 
 B 7745-1：2027 
 (ISO 4965-1：2012) 

金属材料の単軸疲労試験のための動的試験力校正法 
―第 1 部：疲労試験装置 

Dynamic force calibration method for uniaxial fatigue test of metallic 
materials - Part 1: Fatigue testing systems 

 
序文 

この規格は，2012 年に第 1 版として発行された ISO 4965-1 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格を変更している事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，単軸，正弦波及び一定振幅試験において被試験材に負荷される動的試験力範囲（ΔFt）と疲

労試験装置によって示される試験力範囲（ΔFi）との間の関係を決定するための二つの方法について規定す

る。 

これらの方法は，動的試験力測定誤差が未知，又は適用試験力範囲の 1 %を超えると予想される疲労試

験装置において重要である。また，システムの共振周波数から外れた周波数（繰返し速度）において動作

する疲労試験装置に適用可能である。 

あらかじめ静的校正（5.2.1 参照）を受けたひずみゲージ式動的校正デバイス（DCD）を用いて，疲労試

験装置によって表示されたピーク試験力と DCD によって測定されたピーク試験力とを比較することによ

って，動的試験力測定誤差を決定する。 

レプリカ試験片法（方法 A）では，試験する試験片と同じ質量及びコンプライアンスの DCD に対して検

証された周波数範囲に限って動的校正を適用することが可能である。補正係数は周波数に依存し，動的試

験力範囲の最大 10 %の動的試験力測定誤差の補正に適用することが可能である。このような補正係数を用

いることで，実際の試験片の動的試験力測定誤差は，動的試験力範囲の 1 %未満に低減される。 

コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）では，コンプライアンスが二つの DCD の中間にある試験

片に対して有効性が認められた周波数の範囲に限って動的校正を適用することが可能である。この方法は，

動的荷重レンジの 1 %を超える動的荷重測定誤差を許容しないため，補正係数は適用しない。 

注記 1 附属書 A は，この規格において規定している方法によって，システムを再校正することが望ま

しい時期の指針を示している。 

注記 2 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO 4965-1:2012，Metallic materials - Dynamic force calibration for uniaxial fatigue testing - Part 1: Testing 

systems（IDT） 
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なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用することによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項を

構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 7721 引張試験機・圧縮試験機—力計測系の校正方法及び検証方法 

 注記 対応国際規格における引用規格: ISO 7500-1, Metallic materials — Calibration and verification 
of  static  uniaxial  testing  machines — Part 1: Tension/compression testing machines — Calibration 
and verification of the force-measuring system 

JIS B 7745-2 金属材料の単軸疲労試験のための動的校正—第 2 部 動的校正デバイス計測器 

注記 対応国際規格における引用規格: ISO 4965-2，Metallic materials — Dynamic force calibration 
for uniaxial fatigue testing — Part 2: Dynamic calibration device (DCD) instrumentation 

3 用語及び定義 

この規格において用いる主な用語及び定義は，次による。 

この規格では，JIS B 7745-2 及び次に示す用語，定義及び記号を適用する。図 1 に校正システムの概略

図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－JIS B 7745 群の校正方法の概略図 

3.1 
補正係数，C（correction factor，C） 

同一周波数において，DCD によって決定した動的な試験力範囲（ΔFDCD）と疲労試験装置によって示さ

れた動的な試験力範囲（ΔFi）との比率 

3.2 
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動的校正デバイス（DCD, dynamic calibration device） 
レプリカ試験片法（方法 A）の場合は，試験する試験片と同じ質量及びコンプライアンスをもつ，ひず

みゲージを貼付した試験片であり，コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）の場合は，既知のコン

プライアンスをもつ検定装置 

3.3 
DCD 試験力，FDCD（DCD force，FDCD） 

DCD によって測定された試験力 
注釈 1  疲労試験装置に対して静的校正を行った後，iDCD から計算する。 

注釈 2 式(2)及び式(3)参照。 

3.4 
DCD 表示，iDCD（DCD indication，iDCD） 

DCD 計測器の出力 
注釈 1 DCD 計測器は，電気的な基準に対してあらかじめ校正している必要があるため，DCD 表示は

ミリボルト（mV）又はミリボルト毎ボルト（mV/V）のような電気単位とする。 

3.5 
DCD 計測器（DCD instrumentation） 

ひずみ用ゲージブリッジボックスのアンプ及びディスプレイを含む，DCD とともに使用する計測器 

注釈 1 DCD 計測器は，DCD に通電電圧も供給する場合があり，その場合は DCD 出力をミリボルト毎

ボルト（mV/V）比として表示することが可能である。 

3.6 
動的試験力レンジ，ΔF（dynamic force range，ΔF） 

繰返し条件下における試験力の最大値と最小値との差 

3.7 
疲労試験装置（dynamic testing system） 

アクチュエータ，フレーム，試験力伝達機構及び計測器の組合せ 
注釈 1 繰返し試験力の負荷を行うために用い，負荷する試験力の最大値及び最小値を表示する。 

3.8 
表示試験力，Fi（indicated force，Fi） 

静的及び動的条件下において，静的校正済み試験力変換器によって疲労試験装置の測定を行った場合

に，疲労試験装置によって表示される試験力 

3.9 
表示誤差，ei（indication error，ei） 

疲労試験装置及び DCD 計測器によって表示される試験力範囲の差 
注釈 1  DCD の試験力範囲に対するパーセント（%）によって表す。 

3.10 
試験力伝達機構（force train） 

試験片及び DCD を除く，疲労試験装置のアクチュエータと反力フレームとの間において，試験力を伝

達する全ての構成要素（試験力変換器，アダプタ，つかみ具その他の固定具を含む。） 
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4 一般的な要求事項 

4.1 温度 

単軸疲労試験機の動的校正実施時の室温を記録しなければならない。校正は，一定の室温において行う

ことを推奨し，風及び直射日光から DCD を遮蔽するよう注意することが望ましい。 

4.2 疲労試験装置 

4.2.1 静的校正 

疲労試験機は，関連する試験力条件に対する JIS B 7721 において定義する静的校正の 1 級又はそれ以上

の有効な証明書がなければならない。 

4.2.2 校正周波数 

疲労試験装置は，5.1.1 に規定するように，システムの共振が試験力測定精度に影響を及ぼす周波数を除

いて，疲労試験を実施する周波数範囲にわたって動的に校正しておかなければならない。また，振幅の誤

差を 0.2 %未満に抑えるため，2 次フィルタを用いる場合は疲労試験装置のバンド幅（附属書 B 参照）の

25 %，又は 1 次フィルタを用いる場合はバンド幅の 6 %を，最大周波数が超えないことが望ましい。 

測定した試験力のフィルタリングは，これらの測定した試験力の動的精度に直接影響する。したがって，

動的校正を行う前に，疲労試験に用いるフィルタを全て追加しなければならない。校正は，校正時に用い

たフィルタにおいてだけ有効である。 

コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）を用いる場合，二つの DCD それぞれについて同じ周波数

範囲を用いなければならない。システムの共振周波数は，誤差が増加する特定の領域をもたらす。実際の

試験が過剰な誤差を生じる周波数において行われないように，両方の DCD を用いてそのような領域を特

定するように注意しなければならない。 

4.2.3 動的試験力範囲 

動的校正に用いる最終の表示試験力レベルは，疲労試験装置の静的校正試験力範囲内にあり，かつ，試

験片に想定される最大値でなければならない。また，動的に校正される試験力の範囲は，各 DCD の動的

定格の 10 %から 100 %の間でなければならない。動的な試験力の範囲は，引張及び圧縮，引張だけ，又は

圧縮だけのいずれかでなければならない。引張り専用の動的校正は圧縮では有効ではなく，その逆も同様

である。ゼロ（0）負荷を通過する校正は，引張及び圧縮の両方において検証する。この規格は，単一の試

験力範囲を動的校正に用いる場合，各周波数において，負荷試験力とアクチュエータ変位との関係が線形

（異なる可能性もあるが）であることを要求している。これを示す一つの方法は，試験機の静的試験力校

正中，又はそれに続いて，負荷試験力の関数としてアクチュエータ位置を記録してプロットすることであ

る。 

注記 慣性誤差は加速度に比例し，したがって変位にも比例する。試験力と変位との間に線形関係があれ

ば，慣性誤差は試験力に比例し，したがって試験力範囲の割合として一定となり，単一の試験力範

囲において校正を行うことが可能である。 

負荷試験力とアクチュエータ変位との関係が線形ではない場合，システムが動的に校正されていると判

断する前に，複数の動的試験力範囲における校正が必要である。 

利用する最大値及び最小値は，校正装置の作動範囲内であることが望ましい。 
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コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）においては，二つの DCD に用いる動的試験力範囲が異な

っている可能性があるが，同じ周波数範囲を用いなければならない。 

4.2.4 試験力伝達機構 

レプリカ試験片法（方法 A）においては，実際の疲労試験に用いる試験力伝達機構取付け具及び附属品

を用いなければならず，DCD は試験する試験片と同じ質量，コンプライアンス及び減衰特性をもたなけれ

ばならない（すなわち，ひずみゲージを取り付けた標準試験片であることが望ましい。）。 

コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）については，発生する慣性誤差を最大化しなければなら

ないため，後の試験において用いる最大の質量をもつ試験力伝達機構を用いて校正を実施することが望ま

しい。試験力伝達機構のコンプライアンスが大きく変化すれば，発生する動的誤差にも影響する。 

校正した試験機を用いて，異なるコンプライアンス値の試験力伝達機構を用いる試験片を試験する場合

（例えば，炉において用いるロッドの挿入による），次のステップを踏襲しなければならない。 

－ コンプライアンスが低い方の DCD のコンプライアンス（C1）を決定する（この値は，製造業者から入

手可能であることが望ましい。）。 

－ 用いる試験力伝達機構のコンプライアンス範囲（ΔC = Cmax‐Cmin）を決定する（これは，同じ試験片に

おいて同じ試験力におけるアクチュエータの変位測定によって行うことが可能である。）。 

－ ΔC > C1/10 の場合，両方の DCD を用いて，最大コンプライアンスの試験力伝達機構及び最小コンプラ

イアンスの試験力伝達機構の両方を用いて試験機を校正しなければならない。 

4.2.5 動的校正デバイス（DCD）の取付け 

実際の試験中に試験片を取り付けるのと同じ位置に，DCD を試験力伝達機構に取り付けなければならな

い。 

4.2.6 疲労試験装置 

疲労試験装置は，周期的な繰返し試験力を負荷し，周期的な試験力の表示を提供する機能を備えていな

ければならない。一般的に，疲労試験装置に一体化したファンクションジェネレータ又は外部接続したフ

ァンクションジェネレータが，試験の繰返し波形を提供するために用いられる。負荷された試験力範囲又

は終了レベルを測定し記録する。疲労試験装置は，試験全体にわたって一貫して繰返し終了レベルを適用

することが可能でなければならない。疲労試験装置が示す最大及び最小の試験力は，全試験期間中，各サ

イクルに対して適用試験力範囲の 1 %以内の精度で繰り返さなければならない。 

5.1.2 は，この要件を満たしているかどうかを試験するために適用する方法を規定している。 

4.2.7 DCD 計測器 

DCD 計測器は，JIS B 7745-2 によって校正しておかなければならない。公称励起電圧を用いて校正し，

電圧によって表示する計測器については，疲労試験装置の校正中に JIS B 7745-2 によって校正した値の励

起電圧を使用しなければならない。独自の励起電圧を生成し，ミリボルト毎ボルト（mV/V）単位によって

表示を行う計測器については，DCD 計測器を JIS B 7745-2 によって校正した時に用いたものと同じ設定を

疲労試験装置の試験力測定システムの校正時に用いなければならない。  
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5 方法 

5.1 初期チェック 

5.1.1 システムバンド幅 

このチェックの目的は，疲労試験装置を検証することが可能な周波数範囲を決定することである。測定

システム全体（機械的及び電気的影響）の動的特性を確認するために使用することが可能な一つの方法は，

もろ（脆）い試験片を（変位制御下において）破壊し，試験力信号の急激な変化を記録することである。

その後，附属書 B に示すバンド幅を計算することが可能である。附属書 B は，疲労試験装置計測器のバン

ド幅の推定に関する指針も提供している。 

有効な周波数範囲を決定するために使用することが可能なもう一つの方法は，周波数スイープを行うこ

とである。これは，有意な共振周波数の存在によって，一般的な傾向に従わない誤差の領域を特定するた

めに役立つものである。試験力伝達機構に取り付けた各 DCD によって，繰返し試験力範囲を中程度の振

幅に固定し，周波数校正範囲の最小から最大まで連続的に，又は小さなステップによって周波数をゆっく

りと上昇させる。各周波数における DCD の最大及び／若しくは最小出力，又は試験力伝達機構内に固定

した加速度計の出力を読み取り，記録する。測定値の振幅を周波数に対してプロットし，データ点に曲線

を当てはめ，基本的な傾向から 5 %以上逸脱している個々の値を特定する。このような過渡的変動は，シ

ステムの共振を示す可能性がある。過渡的な変動を検出した場合，システムの共振周波数を避けるために，

検証する周波数の範囲を下げる。結果として得られる周波数範囲は，いかなるシステムの共振周波数にも

またがってはならない。コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）を使用している場合，いずれかの

DCD を用いる際に示されたシステムの共振周波数は，実際の試験中に回避しなければならない。 

十分な制御分解能を確保するために，周波数スイープを試験力制御によって実施することを推奨する。 

システムの共振を回避するために，疲労試験装置は，複数の周波数範囲にわたって検証することが可能

であり，その結果，重要なシステムの共振周波数を回避することが可能である。後続の実試験もこれらの

重要なシステムの共振周波数を避けなければならない。例えば，疲労試験装置は，30 Hz の臨界システム

共振周波数を回避するために，0 Hz から 23 Hz までの周波数及び 37 Hz から 100 Hz までの周波数の間に

おいて，検証することが可能である。その場合，図 2 に示すように，出力が基本的な傾向から大きく外

れる周波数範囲である 23 Hz から 37 Hz の範囲においては，実際の試験は許可されない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－共振のために避けるべき周波数範囲を示すプロット例 

注記 1 スイープの各周波数における波形ひずみのモニタリングは，システムの共振周波数を特定する上
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で有用なツールである可能性があるが，これを包括的に行うためのツールは非常に高度なもので

ある。単純なオシロスコープのトレースにおいて，ひずみが明らかになった場合，疲労試験装置

は間違いなく，正しく動作していない。 

注記 2 重要な周波数範囲を決定するための別の方法が開発されている。これには，被試験体が存在しな

い状態において，アクチュエータにステップ状試験力を加えたときの試験機の試験力表示の高速

フーリエ変換（FFT）の決定，被試験体にステップ試験力入力を加えたときの試験力速度の FFT
の決定などがあり，有効な校正周波数範囲の決定に用いることが可能である。また，これらの方

法は，クロスヘッド位置の影響を判断するために用いることが可能である。詳細については参考

文献[1]参照。 

注記 3 共振周波数の存在について情報を得ることが可能であるもう一つの方法は，周波数範囲をスイー

プしながら変位と試験力との関係をプロットすることである。ヒステリシスループの面積は，共

振付近において著しく増加する可能性があり，高次高調波による８の字形状を示す場合さえある。 

5.1.2 試験力の反復性 

独自の試験力測定システムによって測定した疲労試験装置の試験力の反復性を確立する。各検証周波数

において，疲労試験装置を 50 回以上繰り返し，試験力測定システムによって測定された各サイクルに対応

する最大値及び最小値を記録する。これらの値は，全ての検証周波数において適用している全試験力範囲

の 1 %を超過して変動してはならない。 

5.2 校正方法 

5.2.1 DCD の静的校正 

5.2.1.1 静的に校正した DCD と動的に校正した DCD との関係を調べるために，4.2.3 において決定した試

験力範囲によって，選択した試験力の最大及び最小試験力の間でゆっくり 3 回以上繰り返す。次に疲労試

験装置において試験力を一定に保ち，DCD 表示を記録する。この場合，次に示す四つの静的な試験力の値

を測定する。 

a) 最大試験力＋試験力レンジの 5 %（max+5） 

b) 最大試験力－試験力レンジの 5 %（max－5） 

c) 最小試験力＋試験力レンジの 5 %（min+5） 

d) 最小試験力－試験力レンジの 5 %（min－5） 

動的試験力範囲がゼロ（0）負荷通過［すなわち，引張（正）及び圧縮（負）］である場合，上記の値を

用いる。 

動的試験力レンジが引張だけで，“最小試験力－試験力レンジの 5 %”の値がゼロ（0）以下の場合は，

負荷ゼロ（0）の値を用いることが望ましい。 

動的試験力レンジが圧縮だけで，“最大試験力＋試験力レンジの 5 %”の値がゼロ（0）より大きい場合

は，負荷ゼロ（0）の値を用いることが望ましい。 

この四つの試験力に対して，疲労試験機の表示値 Fi 及び DCD 表示値 iDCD，すなわち，次の八つの値を

測定する。 
 疲労試験機の試験力表示 DCD 表示 
 Fi,max+5 （最大試験力＋試験力レンジの 5 %）   iDCD,max+5 
 Fi,min－5 （最大試験力－試験力レンジの 5 %）   iDCD,max－5 
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 Fi,min+5 （最小試験力＋試験力レンジの 5 %）   iDCD,min+5 
 Fi,min－5 （最小試験力－試験力レンジの 5 %)   iDCD,min－5 

5.2.1.2 5.2.1.1 を 2 回繰り返して 3 組の測定値を生成し，3 組の測定値の平均値を決定する。 

5.2.1.3 コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）を用いる場合は，2 番目の DCD に対して a)及び b)
を繰り返す。 

5.2.1.4 最大及び最小試験力レベルについて，5.2.1.2 において決定した平均値を用いて，DCD 表示と疲労

試験装置の試験力表示との間の静的試験力の関係を与える二つの隣接値を結ぶ直線の係数を計算する。 

最大試験力に対して 
 DCD,max max DCD maxF m i c   ････････････････････････････････････････････････････････ (1) 

ここで， 

 i,max 5 i,max 5
max

DCD,max 5 DCD,max-5

F F
m

i i
 







 

 max i,max 5 max DCD,max+5c F m i    

最小試験力に対して 
 DCD,min min DCD minF m i c   ･･････････････････････････････････････････････････････････(2) 

ここで， 

 i,min 5 i,min 5
min

DCD,min+5 DCD,min-5

F F
m

i i
 




 

 min i,min 5 min DCD,min+5c F m i    

5.2.2 疲労試験装置における試験力表示の動的校正 

5.2.2.1 4.2.2 において決定した範囲にわたって，ほぼ等しく（直線的又は対数的に）分布する五つの増加

周波数及びこれらの周波数のほぼ中間にある四つの減少周波数のそれぞれにおいて，疲労試験装置の表示

試験力（Fi）及び DCD（iDCD）から最大値及び最小値を読み取る。二つ以上の範囲にわたってシステムを

校正している場合，システムの共振周波数が存在するため，各範囲に三つの増加周波数及び二つの減少周

波数を適用しなければならない。試験の試験力振幅は，4.2.3 において決定したものが望ましい。 

最大値及び最小値の読み取りを行う前に，疲労試験装置をそれぞれの新しい周波数に設定する。 

5.2.2.2 コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）を用いる場合，もう一方の DCD を用いて 5.2.2.1 を

繰り返す。  
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6 結果の計算 

6.1 DCD 試験力及び測定試験力範囲の算出 

DCD 表示値（iDCD）及び 5.2.1.4 において求めた係数から各動的最大及び最小における DCD 試験力値

（FDCD）を算出し，式(3）によって DCD 試験力範囲（ΔFDCD），及び式(4)によって表示試験力範囲（ΔFi）

を算出する。 
 DCD DCD,max DCD,minF F F   ･･････････････････････････････････････････････････････････(3) 

 i i,max i,minF F F   ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････(4) 

6.2 レプリカ試験片法（方法 A） 

各周波数における補正係数（C）を式(5)によって算出する。 

 DCD

i

F
C

F





････････････････････････････････････････････････････････････････････････(5) 

動的試験力誤差が適用試験力範囲の 1 %未満である動作条件（すなわち，動的補正係数が 0.99 から 1.01
の間）の場合，試験において動的試験力範囲補正は不要である。動的試験力誤差が適用試験力範囲の 1 %
を超え 10 %未満である動作条件（すなわち，補正係数が 0.90 から 0.99 又は 1.01 から 1.10 のいずれか）に

ついては，補正係数を適用しなければならない。動的試験力誤差が 10 %を超える動作条件（すなわち，補

正係数が 0.90 以下又は 1.10 以上のいずれか）の場合，その疲労試験機は校正に失敗したとみなさなけれ

ばならず，試験に用いないことが望ましい。補正係数を適用すると，実際の試験片の動的試験力誤差は，

動的試験力範囲の 1 %未満に低減する。 

補正係数は，周波数に対してプロットして曲線として表すか（理想的な例を図 3 に示す），又は 5.1.2 に

おいて特定した重要なシステムの共振周波数を避けて校正した周波数範囲にわたる最適関数として表すこ

とが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－レプリカ試験片法（方法 A）による校正結果の例 

6.3 コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B） 

各周波数における表示誤差 ei を，式(6)を用いて計算する。 

 i DCD
i

DCD
100

F F
e

F
  

 


･･･････････････････････････････････････････････････････････････(6) 

二つの DCD を用いて決定した表示誤差を周波数に対してプロットし，実際の試験に用いることが可能
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である疲労試験装置の校正範囲を定める（図 4 及び図 5 参照）。疲労試験装置の校正範囲は，動的試験力の

誤差が負荷した試験力範囲の 1 %を超えない範囲である。二つの DCD のコンプライアンス差が小さい場

合，図 4（理想形）に示すように両者の誤差が周波数の増加とともに増加又は減少するような類似した形

状のカーブになる可能性が高い。両者のコンプライアンスに大きな差がある場合，図 5（理想形）に示す

ように，一方の DCD は周波数の増加とともに誤差が増加し，他方の DCD は周波数の増加とともに誤差が

低下する場合がある。実際の周波数の限界は，誤差が動的試験力レンジの 1 %を超えないように決定する。

いずれかの DCD の誤差が動的試験力範囲の 1 %を超えるようないかなる周波数においても，疲労試験は

許可しない。 
  

 

 図 4－コンプライアンスが僅かに異なる二つの低コンプライアンス DCD に対する 
典型的な校正エンベロープ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5－コンプライアンスが大きく異なる二つの DCD に対する典型的な校正エンベロープ 

7 報告書 

7.1 一般的な情報 

報告書は，次の情報を含まなければならない 

a) 試験力表示器及び検証した表示範囲 
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b) 検証された周波数範囲 

c) 製造業者，モデル番号，製造番号及び試験力伝達機構を構成する全ての部品の識別子を含む疲労試験装

置 

d) ロードセルと試験片との間の試験力伝達機構構成部品の質量 

e) 製造業者及び製造番号を含む、使用した各動的校正デバイスの形状，材料，コンプライアンス及び固有

識別子 

f) 疲労試験装置の静的校正を実施した規格（すなわち，JIS B 7721），達成した等級及び静的校正の日付 

g) 校正時の室温 

h) 校正を実施した組織の名称 

i) 校正の日付 

j) この規格（JIS B 7745-1）の引用 

7.2 動的校正の結果 

報告書には，次の校正結果を含まなければならない。 

a) レプリカ試験片法（方法 A）については，補正係数が不要な有効周波数範囲，並びに該当する場合は導

出した補正係数及びその有効周波数範囲 

b) コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）については，全ての動的表示誤差が試験力範囲の 1 %未

満である周波数範囲 

c) 動的検証に関する観察，注意又は勧告 

7.3 再校正 

報告書には，附属書 A に規定する再校正に関する指針を含まなければならない。 
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附属書 A 
（規定） 

使用者に提供する再校正に関する指針 

 

報告書には，使用者に対する試験機の再校正に関する次の指針を含まなければならない。 

a) 動的校正は，12 か月を超えない間隔において行うことが必要である。 

b) 動的な試験力の表示に著しく影響を及ぼすような変更，例えば，試験機の移動又は設置の変更があった

場合，動的な再校正が必要である。レプリカ試験片法（方法 A）の校正においては，試験力伝達機構を

変更した場合，再校正が必要である。コンプライアンス・エンベロープ法（方法 B）の校正においては，

試験力伝達機構又は試験片のコンプライアンスが有効な校正範囲から外れた場合，再校正が必要であ

る。クロスヘッド位置の変更も試験機の動的性能に影響を与える可能性がある。クロスヘッド位置の変

化の影響を無視することが可能であることを実証できない場合，その試験機も再校正が必要となる。 

注記  疲労試験装置の設置は，慣性誤差の主な要因であることが実証されている。例えば，床の材質，

厚さ，コンプライアンスなどは大きな影響を与える可能性がある。校正目的では，疲労試験装置

の設置は，システムを設置している床，及び床と疲労試験装置脚部との間の構造物（例：ゴムパ

ッド又はその他の減衰材料）から構成されるとみなす。 
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著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

附属書 B 
（参考） 

疲労試験装置における計測器のバンド幅の推定に関する指針 

 

疲労試験装置の計測器の動作バンド幅を推定するために，入力信号のステップ変化に対する計測器の応

答を測定することが可能である。シャントリレーを閉じてロードセルブリッジ間を短絡した際の試験力信

号の急激な変化を記録することによって，試験片を用いることなくステップ変化を生成することが可能で

ある。立ち上がり時間の正確な測定を可能とするために，十分に高いサンプリング速度によって，応答を

捉えることが不可欠である。次に，バンド幅 w をヘルツ（Hz）単位によって，式(B.1)を用いて計算する。 

 
10 90

0.35w
t 

 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････(B.1) 

ここで，t10-90 は，ステップ変化量の 10 %と 90 %との間の立ち上がり時間（s）である。 

注記 詳細は，文献[2]参照。 
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